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２ ０ ２ １ 年度中間決算概況発表

株式市場の好調を受けて黒字を確保するも、コロナ禍が大きく影響！

「営業収益、営業損益」は前年に次ぐ過去２ 番目に低い結果に！
ＪＲ四国労組は、１０月２９日に開催された経営協議会において「２０２１年度

中間決算（第２四半期決算）の概況」について会社より説明を受けた。（詳細は別紙

参照）

【２０２１年度中間決算（第２四半期決算）の概況】

２０２１年度は、新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」という。）の影

響により、極めて厳しい経営環境が継続するなか、２０３１年度の経営自立に向け

た「長期経営ビジョン２０３０」及び「中期経営計画２０２５」をスタートさせ、

安全・安心・信頼の確保を大前提に、感染症拡大防止対策を着実に行いつつ、「お

でかけ。四国家２０２１」キャンペーンの展開など旅行需要回復に向けた取組みや

地域社会と連携した観光素材の磨き上げ、宿泊、特化型ホテルを開業するなど、収

益拡大に全力を注いだ。経費面では、厳しい収入環境に対応すべく、緊急的な措置

として一部特急列車の運休や一時帰休等の実施、広告宣伝費等の削減、賞与の減額

を行うとともに、引き続き、経費構造の改善によるコスト削減に取り組んだ。しか

しながら、特に運輸業、ホテル業、物品販売業において感染症による厳しい状況が

継続し、公表開始以来、前年に次ぐ過去２番目に低い営業収益、営業損益となった。

一方、営業外損益は、株式市場が好調に推移するなか、当年度に計画していた評

価益の実現を上期に前倒しで実施したため、経常利益、四半期純利益を計上する結

果となった。

下期においても、ＪＲ四国グループ最大の危機的状況が継続しているが、四国デ

スティネーションキャンペーンを収入回復への契機とし、中期経営計画の数値目標

達成に向けて、新たに講じられた支援措置を最大限活用し、省力化・省人化による

生産性向上施策を進めるとともに、鉄道運輸収入の安定的な確保、非鉄道事業にお

ける最大限の収益拡大に向け、グループ一体となって各種課題の解決を図ってい

く。

【中間決算（個別決算）概況】

営業収益は、感染症の影響による厳しい収入状況が継続し、鉄道運輸収入は５億

円、その他収入が１億円の増加にとどまった。
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営業費は、単価上昇による動力費の増加や設備投資に伴う諸税・減価償却費の増

加があったものの、継続して経費削減に取り組むとともに、賞与の減額等を行った

ことにより、全体で３億円減少した。結果、営業利益は前年度より９億円改善し、

１０６億円の赤字となった。

営業外損益は、株式市場が好調に推移するなか、当年度に計画していた評価益の

実現を上期に前倒しで実施したことにより、４２億円の大幅な増加となった。結果、

経常利益は前年度より５１億円改善し、９億円の黒字となった。

特別損益は平成３０年７月豪雨の受取保険金により増加し、法人税等を加味した

四半期純利益は５０億円改善の１２億円となった。

営業収益、営業利益は中間決算公表開始（１９９７年度）以来、前年に次ぐ過去

２番目に低い結果となった。
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